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第４期 科学技術基本計画 （H23 8閣議決定）

政府全体の科学技術に係る計画

第４期 科学技術基本計画 （H23.8閣議決定）

特徴
○ 科学技術基本法（平成7年制定）に基づく政府全体の科学技術基本計画

○ 科学技術政策の役割を、科学技術の一層の振興を図ることはもとより、人類社会が
抱 る様 な課 対応を るた も抱える様々な課題への対応を図るためのもの

○ 平成２３年度からの５ヶ年を対象とする第４期基本計画は、第３期基本計画までの
成果と課題を踏まえて政策を更に発展させ、科学技術とイノベーションを一体的に推
進することにより、様々な価値創造をもたらすための新たな戦略と仕組みを構築する
もの

○ これからの１０年を見通した今後の５年間の科学技術に関する国家戦略○ これからの１０年を見通した今後の５年間の科学技術に関する国家戦略

○ 新成長戦略（平成２２年６月策定）に示された方針をより深化し、具体化するものと
位置付ける

○ さらに、経済政策や産業政策に加えて、今回の震災からの復興、再生、災害対応
の強化等に関わる政策を幅広く含め、他の重要施策との一層の連携を図りつつ、我
が国の科学技術政策を総合的且つ体系的に推進するための基本的な方針を提示すが国の科学技術政策を総合的且つ体系的に推進するための基本的な方針を提示す
るもの

構成
○ 将来にわたる持続的な成長と社会の発展の実現における３つの柱

１．震災からの復興、再生の実現
グリ ンイノベ シ ン２．グリーンイノベーション

３．ライフイノベーション

○ 我が国が直面する重要な課題
（１）安全かつ豊かで質の高い国民生活の実現
（２）我が国の産業競争力の強化
（３）地球規模の問題解決への貢献
（４）国家存立の基盤の保持
（５）科学技術の共通基盤の充実、強化

○ 基礎研究及び人材育成の強化
・独創的で多様な基礎研究の強化
・世界トップレベルの基礎研究の強化

○ 社会とともに創り進める政策の展開○ 社会とともに創り進める政策の展開
・国民の視点に基づく科学技術イノベーション政策の推進
・科学技術コミュニケーション活動の推進

国土交通技術基本計画 の反映国土交通技術基本計画への反映
○特に、重要な柱である「震災からの復興、再生の実現」、「グリーンイノベーション」、
及び重要な課題としての「安全かつ豊かで質の高い国民生活の実現」を反映

○技術研究開発のみならず、政策、施策との連携強化に係る方針を反映
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国土交通省行政に係る計画

社会資本整備重点計画 (H24 夏頃策定予定）

特徴
○ 社会資本整備重点計画法（平成15年）に基づき、社会資本整備を進める上での指
針となる計画

○ 平成２２年５月、国土交通省成長戦略会議において、社会資本整備を含む国土交

社会資本整備重点計画 (H24.夏頃策定予定）

○ 平成２２年５月、国土交通省成長戦略会議において、社会資本整備を含む国土交
通省の政策について、「選択と集中」、「民間の知恵と資金の活用」など、旧来のメカニ
ズムを大きく転換するべきとの提言

○ 平成２３年３月１１日の東日本大震災を踏まえ、何よりも社会資本整備の最も重要
な使命が「国民の命と暮らしを守る」ことを改めて強く認識

構成構成
○ 第一部「社会資本整備事業を巡る現状とその対応」では、 「厳しい財政状況」、 「既

存ストックの老朽化」、「人口減少、少子・高齢化」、「グローバルな競争の進展」、「災
害リスクの高まり」といった現状を記載

○ 第二部「社会資本整備のあるべき姿」では、「社会資本整備の方向性としての３つ
の視点」を示し、実現するための事業・施策（プログラム）を記載の視点」を示し、実現するための事業 施策（プログラム）を記載
【３つの視点】

①安全・安心な生活、地域等の維持
②国や地球規模の大きな環境変化、人口構造等の大転換への対応
③新たな成長や価値を創造する国家戦略・地域戦略の実現

○ 第三部「計画期間における重点目標」では、プログラムで示された事業・施策につい
て 「選択と集中」の基準を踏まえ 「計画期間における４つの重点目標」及びその達て、「選択と集中」の基準を踏まえ、「計画期間における４つの重点目標」及びその達
成のため実施すべき事業概要を記載
【４つの重点目標】

１．大規模又は広域的な災害リスクを低減させる
２．わが国産業・経済の基盤や国際競争力を強化する
３．持続可能で活力ある国土・地域づくりを実現する

資 適確 管４．社会資本の適確な維持管理を行う

○ 第四部「計画の実効性を担保する方策」では、社会資本整備を効果的・効率的に実
施するための必要な措置等を明示。
・社会資本整備事業の効率性・透明性・公平性の向上
・社会資本整備に向けた技術開発の推進
・官民連携による社会資本整備の推進 等・官民連携による社会資本整備の推進 等

国土交通技術基本計画への反映
○社会資本整備事業をめぐる現状の認識を、技術基本計画で同様の認識として扱う
○東日本大震災を踏まえた社会資本整備の重要な使命を、同様の認識として扱う

○社会資本整備の方向性としての３つの視点と４つの重点目標を踏まえ、重点的に
取り組む技術研究開発を整理

○第四部に、国土交通省技術基本計画の主要事項が位置付けられる
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